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第１部
埼玉県における

男女共同参画の状況

本県の人口概況とともに、男女共同参画の推進状況として「女性の社会参画」「労働」「家庭生活」「防災」
「男女共同参画に関する意識」「教育」「女性に対する暴力の根絶」「健康・福祉」の分野ごとに、これまで
の各種統計、調査等によるデータなどをもとにまとめました。

※�　統計データについては、できるだけ新しい数値を盛り込むよう努めました。データ名や出典については本文やグ
ラフ中に記載しています。特にことわりのない場合、本県のデータを示しています。
　　なお数値については、単位未満四捨五入のため合計とは必ずしも一致していないところがあります。
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○人口概況

令和２年１月現在、本県の人
口は7,389,961人で、内訳は
女性が3,693,058人、男性が
3,696,903人である。
また、平均年齢は46.3歳で

前年に比べて0.3歳の上昇とな
り、男女別にみると、女性が
47.4歳、男性が45.2歳である。
平成12年（20年前）と比較

すると、年少人口、生産年齢人
口はともに減少し、65歳以上
の老年人口が増加している。

本県一般世帯数に占める核家
族世帯の割合は、61.5％と全
国平均（55.9％）より5.6ポイ
ント高く、奈良県に次いで全国
2位となっている。

本県の令和元年の合計特殊
出生率※は1.27（全国第43位）
である。
第二次ベビーブームの頃（昭

和46～49年）は2.4前後であっ
たが、平成16年に過去最低の
1.20を記録した後は、僅かで
はあるが増加の傾向にある。

※　�合計特殊出生率…15歳から49歳ま
での女性の年齢別出生率を合計した
もので、一人の女性が仮にその年次
の年齢別出生率で一生の間に子供を
生むとした子供の数。

１　人口と世帯
　 (１) 人口ピラミッド

※　県統計課「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」より作成

　 (２) 核家族世帯の割合

※　総務省（国勢調査）より作成

２　人口動態
　 (３) 合計特殊出生率の推移

※　厚生労働省「人口動態統計」より作成
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本県の高齢化率※１は、平成
27年（2015年）の国勢調査で
は全国で6番目の低さとなって
いる。しかし、平成17年から
27年までの10年間では8.4ポ
イント増加し、奈良県に続いて
高齢化が進んだ。

※１　�高齢化率…総人口に占める65歳
以上の割合。

※２　�国勢調査の数値について、平成
22年度から「不詳」数を分母に
含めない方法で算出されており、
平成17年度の数値は総務省統計
局が同様の算出方法で再計算した
数字を採用。

平成31年４月に行われた本
県議会議員選挙において、129
人の立候補者のうち女性は26
人となった。
また、当選者数は93人中

女性が14人で、昭和62年以
降最も多くなり、その割合は
15.1％となった。

令和元年12月現在、県内市
町村議会議員における女性の
数は275人（市219人、町村
56人）で、その割合は、市が
23.1％、町村が18.7％、全体
で22.0％である。
女性議員の割合は、１位は

東京都（29.2％）で埼玉県は
全国4位となっている。

○　女性の社会参画

　 (４) 高齢化率の見通し

※　�平成 27年までは総務省「国勢調査」、令和2年以降は国立社会保障・人口問題研
究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年 3月推計）」より作成

１　政治への参画
　 (５) 本県議会における女性の立候補者及び議員の状況

※　県市町村課調べ

　 (６) 市町村議会の状況（各年12月 31日現在）

※　総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」より作成
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令和2年4月現在、本県の審
議会等委員総数1,486人のうち、
女性の委員は575人で、その
割合は38.7％（前年比0.4ポイ
ント減）である。

令和２年４月現在※、県内
市町村の審議会等委員総数
32,287人のうち、女性の委
員は9,178人で、その割合は
28.4％である。

※　�調査時点は原則として令和２年４月
１日現在であるが、各市町村の事情
により異なる場合がある。

本県の弁護士総数903人の
うち、女性の弁護士は156人
（前年比5人増）である。また、
その割合は17.3％で、全国平
均（19.0％）より1.7ポイント
低くなっている。

２　審議会等への参画
　 (７) 審議会等における女性の委員数と割合の推移

※　県男女共同参画課調べ

　 (８) 市町村審議会等における女性の委員数と割合の推移
　　　　（広域で設置している審議会等の委員数を含む）

※　県男女共同参画課調べ

３　司法への参画
　 (９) 弁護士の男女比

※　日本弁護士連合会事務局調べ

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R2.4

（人） （％）

0

500

1000

1500

2000

0

5

15

25

35

10

20

30

40

524 533 538 538 559 552 562 546 571 582 575 

971 952 
1,019 

962 919 894 914 931 902 906 911 

35.1 35.9 
34.6 

35.9 
37.8 38.2 38.1 

37.0 
38.8 39.1 38.7 

1486

女性 女性委員の割合（右軸）男性

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 R2.4

（人）
女性

女性委員の割合（右軸）
男性

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

21

25

30
（％）

6,337 6,635 6,714 7,092 
7,587 7,614 8,087 8,131 8,392 8,523

9,178
20,093 20,625 19,945 20,473 

21,004 21,021 22,041 21,985 
22,044 21,838 23,109 

32,287 

24.0 
24.3 

25.2 
25.7 

26.5 26.6 26.8 27.0 

27.6 
28.1 

28.4

35000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2

16.6

女性
156人

（17.3％）

男性
747人

（82.7％）

18.1
18.6 18.5

19.1

18.1 17.8
 17.1  17.3 

16.8
17.7 17.9 18.2 18.3

18.4 18.6  18.8  19.0 

（％）

8

10

12

14

16

18

20

県
全国

女性の割合の推移（令和2年4月1日現在）

県
903人

男性
34,172人
（81.0％）

女性
8,028人
（19.0％）

全国
42,200人

第

１
部

埼
玉
県
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
状
況



5

令和 2 年 4 月 1 日現在、本
県の女性職員は 9,849 人中
4,051 人で、割合は 41.1％と
なっている。
また、女性役付職員（主査

級以上）は、4,218人中988人
（23.4%）、そのうち副課長級
以上の女性管理職は896人中
101人（11.3％）であり、いず
れもその割合は年々高まってい
る。

※全任命権者（教育・警察は除く）

令和２年4月1日現在※、県
内の市町村における職員数の
うち女性職員の割合は41.2％、
女性役付職員の割合は29.4％
である。
また、管理職相当職以上の職

員のうち、女性職員の割合は
14.9％となっている。

平成31年4月1日現在、自
治会長に占める女性の割合は
4.8％（全都道府県中21番目）
であり、全国平均の5.9％より
下回っている。

４　県・市町村における女性の職員
　 (10) 県における女性の職員・役付職員の割合

※　県人事課調べ

　 (11) 市町村における女性の職員・役付職員の割合

※　県男女共同参画課調べ

５　地域における参画
　 (12) 自治会長に占める女性の割合

※　�内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推
進状況（令和元年度）」より作成
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○労働

平成27年の本県の女性就業
率※を年代別にみると、25～29
歳の層の76.7％と45～49歳の
層の73.8％を２つの頂点とし
て、35～39歳の66.2％を底と
するＭ字型曲線を描いている。
平成22年より上昇したものの、
Ｍ字型の底は、本県の男性や全
国の女性の数値と比較しても、
依然低い状況にある。

※　�就業率…15歳以上の人口のうち、
就業者の割合

　　�（就業者とは、調査期間中収入を
伴う仕事を少しでもした人をいう。）

令和元年の全国の民間企業等
（従業員数 100 人以上）におけ
る役職者を階級別にみると、部
長級は 6.9％、課長級は 11.4％、
係長級は 18.9％であり、長期
的にみると増加傾向にある。

本県の15～64歳の女性雇用
者1,544千人を年代別にみると、
前回調査（平成24年）から比
べて、30歳代、60歳以上の比
率は減少したが、その他の年代
では増加した。

１　女性の就業率
　 (13) 年代別の女性の就業率

※　総務省「平成27年国勢調査」より作成

２　民間企業等における女性
　 (14) 階級別役職者に占める女性割合の推移（全国）

※　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成

３　女性の雇用者の状況
　 (15) 女性雇用者（15 ～ 64 歳）の年代別比率推移

※　総務省「就業構造基本調査」より作成
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本県の女性雇用者（役員を除
く）に占めるパート・アルバイ
トの比率は48.4％で、全国平
均44.0％より高くなっている。
非正規雇用は女性の約 6 割

を占める一方、男性では 2 割
超となっている。

※　�パート、アルバイト等の雇用形態は
勤め先での呼称による。

本県の就業していない女性
156万人のうち、就業を希望
する女性は30～40歳代を中心
に34万1千人（21.8％）いる。
その割合は、全国で4番目に高
く、全国19.3％に比べて2.5ポ
イント高くなっている。

本県における令和元年の男性
一般労働者の平均賃金水準（所
定内給与額※）を100（329,800
円）としたとき、女性一般労働
者の給与水準は75.4（248,600
円）となっており、格差は長期
的には縮小傾向にある。

※　�所定内給与額…決まって支給する
現金給与額のうち、超過労働給与額
を差し引いた額をいう。

　 (16) 女性の雇用者に占める非正規雇用者の割合

※　総務省「平成29年就業構造基本調査」より作成

　 (17) 女性無業者のうち就業を希望する人数

※　総務省「平成29年就業構造基本調査」より作成

４　賃金
　 (18) 男女の賃金格差の推移

※　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成
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37,700

27,300
19,000 20,100

8.0

36.6

66.3 64.6
60.3 62.3 52.8

44.1

29.8

19.7

・65 歳以上の就業希望者数は 57,500 人である

女性

男性

0 20 40 60 80 100
（％）

正規の職員・従業員

正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員

パート・アルバイト
労働者派遣事業所の派遣社員 契約社員・嘱託
その他

39.4

5.9

8.3

1.9 

1.3 
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５　家庭と仕事の両立支援
　 (19) 家庭生活の優先度

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

　 (20) 仕事と育児の両立支援 

※　県雇用労働課「令和元年度埼玉県就労実態調査」より作成

　 (21) 育児休業取得率（県内中小企業）

※　県雇用労働課「令和元年度埼玉県就労実態調査」より作成

希望・現実ともに、「仕事や
自分の活動と家庭生活を同時
に重視｣ が男女双方で最も多
い。【現実】で2番目に多いのは、
女性が「どちらかといえば、仕
事や自分の活動よりも家庭生活
を優先｣ で、男性が「どちらか
といえば、家庭生活より仕事や
自分の活動を優先｣ となってい
る。

仕事と育児の両立支援制度の
ある事業所は、県内中小企業
で89.3％であった。大企業で
は98.2％が支援制度があると
回答している。さらに、両立支
援の内容をみると「短時間勤務
制度」が中小企業では62.3％、
大企業では88.5％と最も多い。

平成30年4月1日から平成
31年3月31日までの1年間に
出産した女性労働者及び配偶者
が出産した男性労働者について、
中小企業における育児休業の取
得率をみると、女性は92.8％、
男性は8.1％となっている。
　

※　参考…県内大企業での育児休業取得率
　　　　　女性労働者：97.6％
　　　　　男性労働者： 9.1％

（％）（％）
女性（1,088人）
男性（784人）

仕事や趣味・ボランティアなどの
自分の活動に専念

無回答

家庭生活（家事・子育て・介護）に専念

どちらかといえば、仕事や自分の活動よりも
家庭生活を優先

仕事や自分の活動と
家庭生活を同時に重視

どちらかといえば、家庭生活よりも
仕事や自分の活動を優先

0 10 20 30 40 50 60

00 1010 2020 3030 4040 5050 6060
【希望】 【現実】

12.1 

1.8 

2.4 

13.4 

40.2 

30.1 

4.7 

1.8 

16.1 

28.5 

38.2 

10.7 

13.6 

2.3 

3.7 

15.1 

57.8 

7.5 

10.9 

2.8 

6.7 

16.6 

55.2 

7.7 

（％）

（％）

中小企業

大企業

制度あり

整備状況

制度なし 短時間勤務制度

事業所内保育施設設置

育児サービス等
費用援助

在宅勤務制度

フレックスタイム制度

再雇用制度

転勤・配置転換の配慮

時間単位有給休暇取得

始業・終業の繰上繰下

看護休暇

法定時間外労働制限、
深夜業制限

所定外労働の免除

98.2 1.8

89.3  10.7

0 20 40 60 80 100

大企業大企業
中小企業中小企業

整備している制度

女性
男性

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

2.7 0.3 0.4 3.1 2.1 3.1 2.1 2.3
7.9

4.2
8.1
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85.2
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　 (22) 仕事と介護の両立支援

※　県雇用労働課「令和元年度埼玉県就労実態調査」より作成

１　ライフスタイル
　 (23) 女性の働き方の理想と現実

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

　 (24) 従業上の地位別に見た妻の家事分担割合（全国）

※　国立社会保障・人口問題研究所「第6回全国家庭動向調査（2018年実施）」より作成

○家庭生活

仕事と介護の両立支援制度の
ある事業所は、県内中小企業で
81.5％であった。大企業では
91.2％が支援制度があると回
答している。
利用できる制度として最も多

いものは「短時間勤務制度」で、
中小企業が53.0％、大企業が
75.2％となっている。

女性の働き方について、理想・
現実ともに女性は「子育ての時
期だけ一時やめ、その後はパー
トタイムで仕事を続ける」が最
も多く、男性は「結婚や出産の
有無にかかわらず、仕事を続け
る」が最も多くなっている。

※　�女性の働き方の実態は、女性を「自
分自身の働き方」、男性を「妻の働
き方」とする。

妻が「常勤」で働く世帯では、
「パート」「自営」「その他」と
比べて、妻の家事分担割合は相
対的に少ない。それでも約６割
の妻が家事の80％以上を担っ
ている。
また、専業主婦を含む「その

他」の妻においては、８割超が
80％以上の家事を分担してい
る。

※　「その他」…�大多数は仕事を持たない
いわゆる専業主婦

（％）

（％）

中小企業

大企業

制度あり

整備状況

制度なし 短時間勤務制度

介護サービス等費用援助

在宅勤務制度

フレックスタイム制度

再雇用制度

転勤・配置転換の配慮

時間単位有給休暇取得

始業・終業時刻の繰上繰下

所定外労働の免除

法定時間外労働制限、
深夜業制限

介護休暇

91.2 8.8

81.5 18.5

0 20 40 60 80 100

大企業大企業
中小企業中小企業

整備している制度

（％）（％）

女性（1,088人） 男性（784人）
結婚や出産の有無にかかわらず、

仕事を続ける

結婚するまで仕事をもち、
結婚後は家事などに専念する

子どもができるまで仕事をもち、
子どもができたら家事や子育てに専念する

結婚後または
子育て終了時から仕事をもつ

子育ての時期だけ一時やめ、
その後はパートタイムで仕事を続ける

無回答

わからない＊【現実】の質問に「わからない」の
　選択肢はなし

その他

仕事はもたない

子育ての時期だけ一時やめ、
その後はフルタイムで仕事を続ける

【理想】【現実】

00 55 1010 15 20 25 30 35 40 4545 40 35 30 25 20 15

29.6 
21.0 

17.6 
16.7 

14.7 
25.6 

7.3 
8.4 

8.9 
10.1 

6.0 
6.3 

3.2 
2.3 

2.8 
2.0 

7.4 
5.4 

2.0 
2.6 

25.2 
40.6 

11.2 
10.5 

10.3 
7.4 

4.5 
2.8 

26.2 
13.8 

8.7 
5.0 

7.1 
7.7 

5.1 
9.4 

1.7 
2.9 

常勤

パート

自営

その他

（％）

40％未満 40～59％ 60～79％ 80～89％ 90～99％ 100%
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17.9 14.4
 

4.3 

2.7
 

11.4
 

44.8
 

26.5 9.1
 

5.5
 

2.2 

16.0
 

50.9
 

18.7 8.3
 

3.9
 

第

１
部

埼
玉
県
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
状
況



10

本県の10歳以上の男性につ
いて、週当たりの生活時間をみ
ると、前回調査時（平成23年）
と比べて育児時間は変わらない
ものの、家事及び介護・看護時
間が長くなっている。育児を含
めた全体の時間数は35分（1
日当たり5分）長くなり、全国
平均を上回った。

他都県への15歳以上の通勤・
通学者数は約107万人で、神
奈川県に次いで全国2位であり、
その割合は全国1位となってい
る。

また、10歳以上の県民が通
勤・通学にかける時間は男女と
もに長く、男性は106分で千
葉県、神奈川県に次ぎ全国3位、
女性も82分と全国で4番目の
長さとなっている。

２　男性にとっての男女共同参画
　 (25) 男性の家事・育児・介護等の時間数（週当たり）

※　総務省「社会生活基本調査」より作成

　 (26) 他都県への通勤・通学者数とその割合

※　総務省「平成27年国勢調査」より作成

※　総務省「平成28年社会生活基本調査」より作成

（分）
家事 育児 介護・看護

0 50 100 150 200 250

H23

全国

埼玉県

H28

全国

埼玉県

112 749

126 1435

140 1449

133 1442

計168分/週

計175分/週

計203分/週

計189分/週

（％）（千人）

（分）

通
勤・通
学
者
数

割
合
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千葉県 神奈川県 埼玉県 奈良県 東京都 大阪府

755 728
578

376 346

255

1,131 16.5

15.2 15.1

5.1

1,074

833
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男性

女性 男性
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本県の年間就業日数200日
以上の男性（15歳以上）のう
ち、週60時間以上就業してい
る男性の割合は、全国(14.3％ )
より0.8ポイント高く、15.1％
となっている。
さらに、25～44歳の子育て世

代では18.2％と、全国（16.2％）
より2.0ポイント高い。

本県の令和2年4月1日現在
の待機児童数は1,083人で、前
年（1,208人）から125人減少
した。

※1 ・※2 ：�平成27・29年4月に待機
児童の定義を変更

平成31年4月1日現在、本
県の防災会議での女性委員が占
める割合は、17.4％（69人中
12人）で、全国平均（16.0％）
より1.4ポイント高くなってい
る。
県内市町村では総数2,138人

のうち女性は240人（11.2％）
であり、防災会議の設置されて
いる61市町村中5市町村に女
性委員がいない。

（全国の値は内閣府「男女共同参画白書
令和2年版」による）

　 (27) 子育て世代の長時間労働（週 60 時間以上就業している人の割合）

※　総務省「平成29年就業構造基本調査」より作成

３　子育ての社会的支援
　 (28) 保育所待機児童数

※　県少子政策課調べ

１　防災分野における参画
　 (29) 県・市町村防災会議での女性委員の割合

※　県男女共同参画課調べ

【全国】【埼玉県】

（％） 00 55 1010 1515 2020 2525

14.3

16.7

17.0

16.2

14.4

15.1

18.6

20.5

18.5

14.0

5.1

3.4

4.4

5.0

6.5

5.0

4.1

3.2

5.9

7.7

15歳以上
総数

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

上段：男性
下段：女性

各年 4月 1日現在の
待機児童数

（人）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
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1,075
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1,552
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男性（1898人）
88.8%

男性（57人）
82.6%

女性（240人）

11.2%
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（計69人）
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（計2,138人）
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○男女共同参画に関する意識

平成31年４月１日現在、本県
の女性消防団員数は、14,039
人中732人（5.2％）であり、
年々その割合は増加している。
また、全国では3.2％となっ

ており、県が2.0ポイント上
回っている。（全国の値は消防
庁「消防防災・震災対策現況調
査」による）

男女平等に関する意識では、
男女とも【社会通念や風潮】【政
治】【社会全体】に不平等感を
強く感じている。
また、【家庭】において男女

の意識差が大きくなっており
「平等になっている」は20.1ポ
イント男性の方が高く、「平等
になってない」は20.3ポイン
ト女性の方が高くなっている。

「男性は仕事、女性は家庭」
という性別役割分担意識につい
て、男女ともに、「同感しない」
の割合が増え、「同感する」割
合が減っている。また、「同感
しない」は調査開始以来初めて
男性は５割を超え、女性は６割
を超えた。

　 (30) 消防団員に占める女性の割合

※　県消防課調べ

１　男女平等に関する意識
　 (31) 男女の地位の平等感

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

２　性別による役割分担意識
　 (32) 性別役割分担意識～男性は仕事、女性は家庭～

※　県男女共同参画課「意識・実態調査」より作成

（人） （％）

（年度）

女性消防団員数（左軸）
消防団員に占める女性の割合（右軸）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

2

4

6

8

10

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

442
487 509

552
623

656
692

732

3.1 3.4 3.6 3.9
4.3 4.6

4.9 5.2

男
性

家庭
教育
職場
政治

地域活動の場
社会通念や風潮
法律や制度
社会全体

家庭
教育
職場
政治

地域活動の場
社会通念や風潮
法律や制度
社会全体

（％）

平等になっている 平等になっていない どちらともいえない わからない 無回答

0 20 40 60 80 100

0.9
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2.0
1.7
1.9
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2.5
2.3
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4.5 
13.7
7.0

17.5
10.8
12.3

21.5

2.4

5.2 
9.2
6.6
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12.4
6.8

23.1

24.2

30.0 
29.0

19.8
32.3

17.5
25.2

28.0

24.7

30.4 
26.3
23.9

26.8
19.3
21.7

18.0

46.6

60.7 
43.7
68.5

35.8
65.5
47.9
23.6

26.3

53.7 
32.7

60.5
32.0
55.7

49.1
21.9

25.6

3.3 
11.7

3.0
12.5

4.2
12.1

24.5

45.7

9.4 
30.5

7.9
21.7

11.1
20.7

34.8
0.9 

1.3 
1.4 
1.1 
1.9 
1.5 
1.8 
2.2 

女
性

男
性

（％）0 20 40 60 80 100

平成18年

平成21年

平成24年

平成27年

平成30年

平成18年

平成21年

平成24年

平成27年

平成30年

女
性

男
性

11.1

8.9 

10.0

12.5

15.5

51.0

63.3 

55.7

57.9

55.4

35.7

25.5 

31.7

28.6

28.0

1.5

0.9 

1.4

0.2

0.1

0.6

1.4 

1.3

0.7

1.0

22.1

15.9 

18.0

24.4

26.1

39.7

55.2 

48.3

49.2

48.9

36.9

26.9 

29.8

25.9

24.1

1.0

0.5 

2.8

0.2

0.2

0.3

1.4 

1.2

0.3

0.8

同感する 同感しない どちらともいえない わからない 無回答
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１　公立学校での男女平等教育の推進状況
　 (33) 男女平等教育の推進状況
　　　（教職員の男女平等教育に関する校内研修の実施率）

※　県教育局人権教育課調べ

２　高等学校の男女共学、別学の状況
　 (34) 公・私立高等学校の共学、別学の状況（令和２年5月）

※　県学事課、教育局県立学校人事課調べ

３　高等学校卒業者の進路
　 (35) 高等学校卒業者（現役）の進路（平成31年 3月卒業者）

※　文部科学省「令和元年度学校基本調査」より作成

○教育

令和2年3月現在、県内の各
公立学校※における教職員の男
女平等教育に関する校内研修の
実施率は、小学校が63.3％(703
校中445校）、中学校が65.6％
(355校中233校）、高等学校が
46.1％（141校中65校）、特別
支援学校が44.7％（38校中17
校）である。

※さいたま市立学校は含まない。

令和2年5月現在、本県の高
等学校における共学校の割合は、
公立が91.7％、私立が83.3％
である。

平成31年3月に県内の高等
学校を卒業した女子の進路は、
大学が50.7％と最も高い。続
いて、専修学校、就職、短大と
なっている。
短大等を合わせた女子の大学

等進学率は59.2％（全国平均
57.8％）で全国11位となって
いる。

小学校
（703校）

中学校
（355校）

高等学校
（141校）

特別支援学校
（38校）

（％） 実施校 未実施校

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

63.3 65.6 
46.1 44.7 

36.7 34.4 
53.9 55.3 

私立高校
54校

83.3％ 
（45校）

9.3％ 
（5校）

3.4％ 
（5校）4.8％ 

（7校）

7.4％ 
（4校）

91.7％ 
（133校）

公立高校
145校

共学校

男子高
女子高

大学
専修学校
就職
短大
無業者
各種学校等
一時的な仕事に就いた者
大学・短大の通信学部ほか

男子
(29,476人)

女子
(27,516人) 55.2％50.7％

21.6％ 
23.7％ 

14.9％ 
12.1％ 

8.1％ 

0.5％ 
0.6％ 0.6％ 

0.1％ 

6.6％ 

3.8％ 
1.1％ 
0.4％ 

0.1％ 
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大学に入学した女性の24.8％
が社会科学、続いて19.7％
が人文科学を専攻し、男性
の38.0％が社会科学、続い
て22.0％が工学を専攻して
いる。短期大学に入学した女
性の40.3％が教育、続いて
19.5％が家政を専攻し、男性
の21.7％が社会科学、続いて
20.1％が工業を専攻している。

令和元年5月現在、本県の国
立、公立及び私立学校におけ
る教員数は50,458人で、その
うち女性教員の割合は53.6％
（27,021人）となっている。
その割合は幼稚園が最も高く、

高等学校が最も低い。

令和元年5月現在、本県の
公立学校における女性教員管
理職は小学校では校長が151
人 で18.7 ％、 教 頭 が184人
で22.0％、中学校では校長が
27人で6.6％、教頭が53人で
12.1％、高等学校では校長が
12人で8.3％、副校長・教頭が
21人で9.3％である。

４　大学等への入学と専攻分野
　 (36) 大学・短期大学入学者の専攻分野別構成（全国）

※　文部科学省「令和元年度学校基本調査」より作成

５　女性の教員
　 (37) 女性の教員の占める割合

※　文部科学省「令和元年度学校基本調査」より作成

　 (38) 公立小・中・高等学校の女性教員管理職数

※　文部科学省「令和元年度学校基本調査」より作成

（％）0 20 40 60 80 100

19.7 24.8 

理学1.8 

5.0 

農学2.9 

16.6 5.6 9.7 4.5 9.4 

8.8 38.0 3.9 22.0 

農学2.9 

7.3 

家政
0.6 

5.6 

芸術
1.8 

9.1 

10.2 9.4 

教養1.3 
工業0.3 
農学0.3 

6.2 19.5 40.3 4.0 8.5 

11.9 21.7 

教養0.2 

20.1 4.0 7.1 8.5 12.7 6.0 7.8 

理学（大学生のみ）人文科学（文学、史学、哲学） 社会科学（法学・政治学，商学・経済学、社会学）

家政

教養（短大生のみ）

工学（大学生のみ） 工業（短大生のみ） 保健農学 教育 芸術 その他

大学
女性

(290,926人)

短期大学
男性

(5,930人)

短期大学
女性

(45,376人)

大学
男性

(340,347人)

（％）

女性 男性

0 20 40 60 80 100

全体
50,458人

53.6%
 (27,021)人

46.4%
(23,437)人

42.4%
 (5,247)人

57.6%
(7,141)人

30.3%
 (3,391)人

69.7%
(7,806)人

61.3%
 (12,679)人

38.7%
(8,020)人

92.4%
 (5,704)人

7.6%
 (470)人

高等学校
11,197人

中学校
12,388人

小学校
20,699人

幼稚園
6,174人

副校長
教頭

校長

副校長
教頭

校長
公立
中学校

公立
小学校

公立
高等
学校 副校長

教頭

校長

（％）
0 20 40 60 80 100

18.7%
（151人）

81.3%
（655人）

22.0%
（184人）

78.0%
（651人）

  6.6%
  （27人）

93.4%
（385人）

12.1%
（53人）

87.9%
（384人）

  8.3%
  （12人）

91.7%
（133人）

  9.3%
  （21人）

90.7%
（204人）

女性 男性
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令和元年度に受けたＤＶに
関する相談件数は県が2,029件、
市町村が9,542件となっている。

※県　：�配偶者暴力相談支援センター、
男女共同参画推進センター及び
福祉事務所が受けたＤＶ相談件
数の合計

※市町村：ＤＶに関わる総相談件数

配偶者等から受けた被害及
び、交際相手から受けた被害で、
心理的攻撃が最も多くなってい
る。また、すべての行為におい
て、被害を経験した人の割合は、
女性が男性を上回っている。

※各行為説明
・身体的暴行…なぐる、ける、物を投げつけ

る、突き飛ばすなどの身体に対する行為
・心理的攻撃…人格を否定するような暴
言や交友関係を細かく監視するなどの
精神的な嫌がらせ

・性的強要…性的な行為の強要
・経済的圧迫…必要な生活費を渡さない、
仕事を無理やり辞めさせられるなど経
済的に弱い立場に立たせる行為

※　�「経験はまったくない」、「無回答」
は省略。

配偶者等から受けた暴力につ
いて、相談状況を男女別にみる
と、「相談した」女性は45.9％、
男性は12.9％である。一方、「相
談できなかった」「相談しよう
と思わなかった」女性は48.5%、
男性は81.9％で、女性の約半
数、男性の約8割の人が相談し
ていない状況である。

１　ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）相談件数
　 (39) ＤＶ相談件数�

※　県男女共同参画課調べ

２　配偶者等から受けた暴力
　 (40) 配偶者等や交際相手からの暴力被害経験

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

　 (41) 配偶者等から受けた暴力に関する相談

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

○女性に対する暴力の根絶　　　　　　　　　

男性
(116人)

女性
(266人)

12.9%

45.9%

12.0%

36.5%

10.3%

71.6%

5.2%5.6%

相談した
無回答相談できなかった
相談しようとは思わなかった

（％）0 5 10 15 20 25 （％）0 2 4 6 8 10 12

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

身体的暴行

経験がある（合計） 経験がある（合計）

心理的攻撃

性的強要

経済的圧迫

3.4 12.1   15.5

2.4 9.4   11.8

6.9 10.5   17.4

4.3 8.6   12.9

4.2 6.3   10.5

0.2
0.8   1.0 

4.9 4.5   9.4

0.8
1.3   2.1

0.6 8.6   9.2

0.2 2.5   2.7

0.8 10.0   10.8

0.8 4.6   5.4

0.7 6.8   7.5

0.2
1.5   1.7

0.7 4.4   5.1

0.6
0.2   0.8

何度もあった 1，2度あった この1年に それ以前に

配偶者等からの被害経験 交際相手からの被害経験

（件）
市町村県

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

2,223 2,293 2,357 2,295 1,947 1,991 2,408 2,029

9,523 9,878

10,913
11,916

10,577
11,563

11,022
11,571

7,300 7,585
8,556

9,621
8,630

9,572 8,614 9,542
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配偶者等から受けた暴力につ
いて相談できなかった理由とし
て、「相談するほどのことでは
ないと思った」が最も多く女性
は54.3％、男性は56.8％を占
めている。

※「その他」、「無回答」は省略。

配偶者等から暴力を受けた際
に、子供がその様子を「目撃し
ていた」は女性で21.4％、男
性で21.6％となっている。

強制性交等・強制わいせつの
認知件数は、令和元年は強制性
交等が82件、強制わいせつが
460件であった。

※　�刑法の一部が改正(平成29年7月
13日施行)され、強姦の罪名、構成
要件等が改められたことに伴い、「強
姦」を「強制性交等」に変更した。

　 (42) 相談できなかった理由

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

３　子供への影響
　 (43) 子供の目撃の有無

※　県男女共同参画課「平成30年度意識・実態調査」より作成

４　性犯罪の実態
　 (44) 強制性交等・強制わいせつの認知件数

※　県警察本部刑事総務課調べ

（％）

女性
男性

相談するほどのことではないと思った

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、
もっとひどい暴力をうけると思った

相談窓口の担当者の言動により、
不快な思いをすると思った

誰（どこ）に相談してよいのか
わからなかった

思い出したくない

世間体が悪い

他人を巻き込みたくない

自分に悪いところがあると思った

恥ずかしくて誰にも言えなかった

自分さえ我慢すれば、このまま何とか
やっていくことができると思った

相談しても無駄だと思った

0 10 20 30 40 50 60 70

56.8 

1.1 

2.1 

7.4 

4.2 

10.5 

14.7 

37.9 

12.6 

16.8 

27.4 

54.3 

4.7 

5.4 

6.2 

8.5 

10.1 

10.9 

20.2 

21.7 

23.3 

31.8 

目撃していた

無回答

目撃していたかどうかはわからない
目撃していない
子供はいない

21.6%

15.5%

44.0%

14.7%8.6%
6.8% 4.3%

50.4%

12.8%

21.4%

男性
(116人)

女性
(266人)
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（件）
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１　高齢化社会
　 (45) 健康寿命の推移

※　県衛生研究所調べ

　 (46) 主な介護者の要介護者等との続柄・性別等（全国）

※　厚生労働省「平成28年国民生活基礎調査」より作成

２　相談の受付状況
　 (47) 男女共同参画推進センター、婦人相談センター等の相談受付状況

※　県男女共同参画課調べ

本県の平成30年の健康寿
命※ は、女性20.46年、男性
17.64年で、前年と比べて上昇
している。

※�健康寿命…65歳に達したのち、介護
保険制度の要介護2以上に認定される
までの期間。

主な介護者の、要介護者等と
の「同居」が58.7％と最も多く、
次いで「事業者」13.0％となっ
ている。
他方、同居の主な介護者の

66.0％が女性であり、女性が介
護の担い手となっていることが
わかる。

令和元年度の状況は男女共
同参画推進センターで8,388
件、婦人相談センターで2,458
件、福祉事務所で572件、合
計11,418件の相談を受け付け
た。

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

（年）

女性 男性

21

14
15
16
17
18
19
20

16.42 16.58 16.74 16.85 

19.53 19.68 19.77 

16.84 

19.76 

16.85 

19.75 

16.96 

19.84 

17.19 

20.05 

17.40 

20.24 

17.57 

20.36 

19.39 

17.64 

20.46 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30H21 H22 H23 R１ （年度）

（件）

男女共同参画推進センター 婦人相談センター 福祉事務所14,000

0

2,000

4,000
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7,012

3,850

1,699

8,388

2,458

572

9,553

2,578

702

8,682

2,591

565

8,493

2,842

480

7,699

2,862

574

7,960

2,764

589

7,791

2,713

708

6,898

2,931

688

6,337

3,124

979

5,165

3,220

722

5,254

3,500

1,218

5,405

3,775

1,206

5,502

3,487

1,454

6,419

3,185

1,866

6,394

3,147

2,431

5,493

3,723

1,311

7,057

3,717

1,520

同居の主な介護者の性別

男
34.0％

配偶者
25.2%

子
21.8%

不詳
15.2%

その他
1.0%

その他の親族
1.3%

父母  0.6%

別居の家族等
12.2%

女
66.0％

事業者
13.0% 同居

58.7%

子の配偶者
9.7%

○健康・福祉
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平成30年12月31日現在、本
県の医療従事者の女性割合は医
師が21.3％（全国平均21.9％）、
歯科医師が24.0％（同23.8％）、
薬剤師が66.6％（同65.6％）
となっている。

３　医療従事者の女性割合
　 (48) 医師、歯科医師、薬剤師に占める女性の割合

　　　　　　　※１　厚生労働省「平成30年医師・歯科医師・薬剤師調査」より作成
　　　　　　　※２　�医師と歯科医師は、医療施設の従事者である。また、薬剤師は薬局・

医療施設の従事者である。

0 20 40 60 80 100
（％）

男性女性

医師
（12,443人）

歯科医師
（5,271人）

薬剤師
（12,868人）

21.3％
（2,654人）

78.7％
（9,789人）

24.0％
（1,263人）

76.0％
（4,008人）

66.6％
（8,570人）

33.4％
（4,298人）
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